
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

金 額 金 額

流　動　資　産 99,061 流　動　負　債 51,416

現 金 及 び 預 金 17,792 3,153

売 掛 金 203 5,592

販 売 用 不 動 産 29,655 1,475

仕 掛 販 売 用 不 動 産 22,223 5,589

前 渡 金 858 1,168

前 払 費 用 906 5,482

短 期 貸 付 金 25,000 21,870

立 替 金 2,053 826

そ の 他 374 6,068

貸 倒 引 当 金 △7 82

固　定　資　産 38,391 106

有 形 固 定 資 産 5,915 固　定　負　債 6,732

建 物 4,440 1,233

構 築 物 43 254

機 械 及 び 装 置 4 5,244

器 具 備 品 1,119 58,149

土 地 305

建 設 仮 勘 定 1 株　主　資　本 79,304

無 形 固 定 資 産 3,889 資　　　本　　　金 1,396

借 地 権 886 資  本  剰  余  金 944

電 話 加 入 権 55 944

ソ フ ト ウ ェ ア 2,948 利  益  剰  余  金 76,964

投資その他の資産 28,586 145

投 資 有 価 証 券 1,317 76,818

関 係 会 社 株 式 524 別 途 積 立 金 20,000

関係会社長期貸付金 14,288 繰 越 利 益 剰 余 金 56,818

敷 金 及 び 保 証 金 4,757

長 期 前 払 費 用 222

保 険 積 立 金 865

繰 延 税 金 資 産 5,987

そ の 他 637

貸 倒 引 当 金 △14 79,304

137,453 137,453

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 の 部

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

受 託 預 り 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

長 期 資 産 除 去 債 務

預 り 敷 金 及 び 保 証 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

科 目 科 目

資 産 の 部 負 債 の 部



（単位：百万円）

営　 業 　収 　益 146,246

営 　業 　原　 価 114,874

31,372

販売費及び一般管理費 11,090

20,281

営  業  外  収  益

137

91

61

45 336

営　業　外　費　用

7

1,193

123 1,324

19,293

19,293

7,284

△ 1,534 5,750

13,542

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

保 険 配 当 金

そ の 他

SPC 投 資 損 失

そ の 他

人 事 制 度 改 定 費 用

営 業 利 益

損　益　計　算　書
2021年４月１日から
2022年３月31日まで

科                目 金                    額

営 業 総 利 益



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法）

② 関係会社株式 … 移動平均法による原価法

③ その他有価証券

… 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商

品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）の損益のう

ち、当社に帰属する持分相当損益を｢営業収益｣又は｢営業原価｣に計上

するとともに｢投資有価証券｣を加減する処理を行っております。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産及び仕掛販売用不動産

… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

… 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。ただし、1998年３月31日以前に取得した建物につい

ては、1998年度税制改正前の耐用年数を適用しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

… 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 … 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金 … 従業員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

（３）役員賞与引当金 … 役員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

（４）退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（３年）による定額法により発生した翌事業年度か

ら費用処理しております。

個 別 注 記 表

市場価格のない株式等



４．収益及び費用の計上基準

仲介事業 … 不動産の仲介及び不動産の仲介に付帯する事業であり、主として顧客

との媒介契約に基づき不動産の売買又は賃貸を仲介する義務を負って

おります。

これらの履行義務は、物件の所有者と顧客との間の契約締結から引渡

しまでの期間とリスクを考慮し、売買仲介については物件の引渡時に、

賃貸仲介については物件の契約締結時に、当社の報酬を収益として認

識しております。

取引価格は、不動産の取引価格又は月額賃料等を基礎とする一定の額

等、顧客との契約に基づく金額を受領しております。

販売受託事業 … 不動産の販売受託及び不動産の販売受託に付帯する事業であり、主と

して事業者である顧客に対して不動産の販売代理、及びそのための販

売企画等のサービスを提供する義務を負っています。

これらの履行義務は、事業者である顧客との契約に基づき、買主と事

業者である顧客との契約締結時や買主への物件引渡時等、顧客との契

約条件により履行義務が充足したと認められる時点で収益を認識して

おります。

取引価格は、一定の料率を不動産の取引価格に乗じた金額を受領して

おります。

不動産販売事業 … 買取物件再販売、及びその他の不動産販売等に関する事業であり、顧

客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負って

おります。

これらの履行義務は、物件を引き渡した時点で、顧客に対して法的所

有権、物理的占有、物件の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移

転し、また当社は顧客から支払いを受ける権利を得るため、その時点

で収益を認識しております。

取引価格は、顧客との契約により決定しており、当該契約に基づき受

領しております。

賃貸事業 … 住宅等の賃貸を行っており、入居者との不動産賃貸借契約書に基づき

不動産を賃貸する義務等を負っております。なお、不動産賃貸収益は、

リース取引に関する会計基準を適用して収益認識を行っております。

取引価格は、顧客との契約により決定しており、当該契約に基づき受

領しております。

５．控除対象外消費税等の会計処理

消費税等の会計処理 … 資産等に係る控除対象外の消費税及び地方消費税は、当事業年度の費

用としております。

（会計方針の変更に関する注記）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　改正2020年３月31日。以下、「収益認識会

計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　

改正2020年３月31日）が2021年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用されることになったこ

とに伴い、当事業年度の期首から収益認識会計基準を適用しております。

これにより、販売受託事業における一部の手数料収益を従来は取引完了時に一括収益認識していた

ものを、履行義務が充足する時点で収益認識する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、利益剰余金の当期首残高は272百万円増加しています。



（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。これによる計算書

類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されておりま

す。この計算書類の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、報告

期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び予測を行わなければなりません。したが

って、当該見積り及び予測については不確実性が存在するため、将来生じる実際の結果はこれらの見積

り及び予測と異なる場合があります。

当社では、特に以下の会計上の見積り及び仮定が当社の計算書類に重要な影響を与えるものと考えて

おります。

１．関係会社株式及び投資有価証券の評価損

（１）当年度の計算書類に計上した金額

（注）関係会社株式における評価損は重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

① 算出方法

時価のない有価証券については、実質価額が取得価額と比べて50%以上下落したものについて

は「著しく下落した」ものとし、回復可能性が十分な根拠により裏付けられる場合を除き、

評価損を計上しております。

② 主要な仮定

有価証券の評価における重要な仮定は、投資先の将来業績及び投資先が保有する資産の評価です。

③ 翌年度の計算書類に与える影響

事業計画や市場環境の変化により、期末における時価や実質価額が下落した場合、評価損の

計上が必要になる可能性があります。

２．たな卸資産の評価

（１）当年度の計算書類に計上した金額

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

① 算出方法

収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し、正味売却価額が取得原価よりも下落

している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とし、その差額を評価損として

費用計上しております。なお、評価損はたな卸資産から直接減額しております。正味売却価額

は、売価から見積追加工事原価及び見積販売直接経費を控除したものであります。

② 主要な仮定

たな卸資産の評価における重要な仮定は、売却市場における市場価値です。

③ 翌年度の計算書類に与える影響

実際の販売価格については、売却市場の動向などにより見積りと異なる可能性があります。

仕掛販売用不動産 22,223

たな卸資産評価損 1,477

関係会社株式評価損（注） －

金額（百万円）

販売用不動産 29,655

金額（百万円）

関係会社株式 524

投資有価証券 1,317



３．有形固定資産及び無形固定資産の減損

（１）当年度の計算書類に計上した金額

（注）有形固定資産における減損損失は重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

① 算出方法

当該資産について、資産又は資産グループにおいて現存している可能性を示す兆候の有無を判

定し、兆候がある場合には、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュフ

ローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として計上します。回収可能価額は正味売却価額、あるいは使用価値により算定して

おります。

② 主要な仮定

価額の算定に用いる不動産鑑定評価基準、売却可能価額の算定に用いる過去の実績に基づいた

将来キャッシュフローの見積り、及び割引率です。

③ 翌年度の計算書類に与える影響

事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じ減少し

た場合、減損処理が必要になる可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供されている資産

資産の内容及びその金額

敷金及び保証金 百万円

上記の敷金及び保証金は、宅地建物取引業法に基づく営業保証金1,025百万円に対して供託して

いるものであります。

２．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

３．保証債務の内容及びその金額

４．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 百万円

短期金銭債務

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

営業収益 百万円

営業費用

営業取引以外の取引高

２．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

営業原価 百万円

2,871

196

1,477

TLS5特定目的会社 2,000 金融機関からの借入金の保証

25,327

283

438

被保証者 保証金額（百万円） 保証債務の内容

住宅ローン利用顧客 6 住宅ローンの保証

無形固定資産 3,889

有形固定資産減損損失（注） －

1,025

7,483

金額（百万円）

有形固定資産 5,915



（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

金銭による配当

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項（予定）

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

営業債権に係る信用リスクは、内規に基づく管理によりリスク低減を図っております。また、投

資有価証券は主として匿名組合出資であり、これらは四半期ごとに運用状況の把握を行っておりま

す。営業債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない非上場株式（貸借対照表計上額5百万円）及び匿名

組合出資金等（貸借対照表計上額1,312百万円）は、以下の表には記載しておりません。また、現

金及び預金、短期貸付金、未払金、並びに受託預り金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

関係会社長期貸付金

これらは変動金利を適用しており、短期間で市場金利を反映することから、時価は

帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、首都圏において、賃貸用ビル・マンション（借地権含む。）を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

1,624 3,347

関係会社長期貸付金 14,288 14,288 －

貸借対照表計上額 時価

貸借対照表 時価 差額

計上額

効力発生日

2022年６月23日
普通株式 5,627百万円 利益剰余金 117.24円 2022年３月31日 2022年６月24日

定時株主総会

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日

2021年６月18日
普通株式 3,618百万円 75.38円 2021年３月31日 2021年６月19日

定時株主総会

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 47,998,773株 － － 47,998,773株



（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

前受斡旋手数料 百万円

貸倒引当金

賞与引当金

未払社会保険料

退職給付引当金

未払事業税

資産除去債務

関係会社株式評価損

販売用不動産評価損

投資有価証券評価損

その他

繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額

繰延税金資産合計 百万円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する有形固定資産 百万円

譲渡損益調整勘定 百万円

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

（関連当事者との取引に関する注記）

立替金 257     

未払金 25      

受託預り金 41      

57      - -

その他
の関係
会社

東急㈱ －
同社が分譲
する住宅等
の販売受託

住宅等の
販売受託
等

(注)2 438     

関連
会社

ORANGETEE.
GROUP PTE LTD

所有
直接
22.5

資本提携 配当の受取

250     

関係会社
長期貸付金

13,588 資金の回収 (注)3 260     

受取利息 (注)3 121     

(注)2 772     受託預り金 1,145   

子会社
ﾘﾊﾞﾌﾞﾙｱｾｯﾄ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

所有
直接
100.0

同社が賃貸
住宅等を取
得する為の
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 (注)3

短期貸付金 25,000 
受取利息 (注)1 9       

親会社
の

子会社
東急不動産㈱ －

同社が分譲
する住宅等
の販売受託
役員の兼任

住宅等の
販売受託等

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
東急不動産
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

被所有
直接
100.0

役員の兼任
資金の貸付 (注)1 -       

△380

5,987

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権
の所有

（被所有）
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容

136

6,556

△188

6,368

△175

△204

1,605

317

377

176

691

80

1,118

6

1,858

185



取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、基本契約に基づき残高が毎日変動するため、期末残高のみを記載

しております。また、受取利息は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．受託に伴う手数料等の受入条件は、第三者との取引と比較して同等の条件で行っております。

３．賃貸物件購入に係る貸付及び回収を行ったものであります。なお、受取利息は市場金利を

勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 円

１株当たり当期純利益 円

1,652.22

282.14


